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１．平成18年10月期の業績（平成17年11月１日～平成18年10月31日）

(1）経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年10月期 5,239 32.9 916 28.9 929 30.8

17年10月期 3,942 31.4 711 4.9 710 4.7

当期純利益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
経常利益率

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

18年10月期 527 △8.1 2,282 60 － － 11.5 16.9 17.7

17年10月期 573 42.1 2,482 77 － － 13.7 14.2 18.0

（注）①期中平均株式数 18年10月期      231,000株 17年10月期 231,000株

②会計処理の方法の変更 無

③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率であります。

④平成17年２月21日付をもって、普通株式１株を３株に分割しております。17年10月期の期中平均株式数は、分割
が期首に行われたものとして計算しております。

(2）財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

18年10月期 5,498 4,645 84.5 20,108 92

17年10月期 5,518 4,537 82.2 19,642 62

（注）①期末発行済株式数 18年10月期        231,000株 17年10月期 231,000株

②期末自己株式数 18年10月期 －株 17年10月期 －株

２．平成19年10月期の業績予想（平成18年11月１日～平成19年10月31日）  

売上高 経常利益 当期純利益

百万円 百万円 百万円

中間期 3,180 533 307

通　期 7,011 1,250 723

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）3,131円94銭

３．配当状況

・現金配当 １株当たり配当金（円） 配当金総額
(百万円)

配当性向
（％）

純資産配当率
（％）中間期末 期末 年間

17年10月期 － 800.00 800.00 184 32.2 4.1

18年10月期 － 1,000.00 1,000.00 231 43.8 5.0

19年10月期（予想） 700.00 700.00 1,400.00

※　上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んで

おります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。

なお、上記予想に関する事項は添付資料の15ページを参照して下さい。
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６．個別財務諸表等
(1）貸借対照表

前事業年度
（平成17年10月31日）

当事業年度
（平成18年10月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比

（％）
金額（千円）

構成比

（％）

増減
（千円）

（資産の部）  

Ⅰ　流動資産  

１．現金及び預金 2,733,210 2,887,205  

２．売掛金 1,192,923 1,386,697  

３．仕掛品 53,794 43,936  

４．短期貸付金 193 1,586  

５．関係会社短期貸付金 18,380 －  

６．前払費用 41,369 49,847  

７．繰延税金資産 99,759 127,003  

８．その他 16,242 4,793  

流動資産合計 4,155,874 75.3 4,501,071 81.9 345,196

Ⅱ　固定資産  

１．有形固定資産  

（1)建物 31,543 53,213  

減価償却累計額 7,133 24,409 14,018 39,194  

（2)車両運搬具 10,680 11,837  

減価償却累計額 6,653 4,027 8,435 3,402  

（3)工具器具備品 119,068 173,944  

減価償却累計額 78,448 40,619 104,154 69,789  

（4)建設仮勘定  7,826  －  

有形固定資産合計 76,882 1.4 112,386 2.0 35,504

２．無形固定資産  

（1)電話加入権 464 482  

（2)ソフトウェア 7,865 15,298  

（3)ソフトウェア仮勘定 7,781 －  

無形固定資産合計 16,111 0.3 15,781 0.3 △329
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前事業年度
（平成17年10月31日）

当事業年度
（平成18年10月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比

（％）
金額（千円）

構成比

（％）

増減
（千円）

３．投資その他の資産  

（1)投資有価証券 730,000 176,470  

（2)関係会社株式 268,522 476,272  

（3)出資金 10 10  

（4)関係会社出資金 46,852 －  

（5)長期貸付金 334 2,709  

（6)関係会社長期貸付金 36,265 －  

（7)長期前払費用 959 1,245  

（8)敷金 173,986 172,963  

（9)繰延税金資産 － 24,638  

（10)その他 － 12,000  

投資その他の資産合計 1,256,932 22.8 866,309 15.8 △390,623

固定資産合計 1,349,925 24.5 994,477 18.1 △355,448

Ⅲ　繰延資産  

　　新株発行費 12,625 2,845  

繰延資産合計 12,625 0.2 2,845 0.0 △9,780

資産合計 5,518,426 100.0 5,498,394 100.0 △20,031

 

（負債の部）  

Ⅰ　流動負債  

１．買掛金 ※３ 104,990 127,036  

２．未払金 43,134 51,258  

３．未払費用 163,730 193,029  

４．未払法人税等 317,143 170,233  

５．未払消費税等 43,152 57,905  

６．前受金 ※３ 3,339 4,627  

７．預り金 9,515 12,153  

８．賞与引当金 165,000 228,177  

流動負債合計 850,006 15.4 844,420 15.3 △5,585

Ⅱ　固定負債  

１．預り敷金 ※３ 8,780 8,814  

２．繰延税金負債 122,194 －  

固定負債合計 130,974 2.4 8,814 0.2 △122,160

負債合計 980,980 17.8 853,234 15.5 △127,745
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前事業年度
（平成17年10月31日）

当事業年度
（平成18年10月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比

（％）
金額（千円）

構成比

（％）

増減
（千円）

（資本の部）  

Ⅰ　資本金
※１、
２

1,513,750 27.4 － － △1,513,750

Ⅱ　資本剰余金  

　　資本準備金 1,428,314 －  

資本剰余金合計 1,428,314 25.9 － － △1,428,314

Ⅲ　利益剰余金  

１．任意積立金 350 －  

２．当期未処分利益 1,356,719 －  

利益剰余金合計 1,357,069 24.6 － － △1,357,069

Ⅳ　その他有価証券評価差額
金

 238,312 4.3 － － △238,312

資本合計 4,537,445 82.2 － － △4,537,445

負債・資本合計 5,518,426 100.0 － － △5,518,426

 

（純資産の部）  

Ⅰ　株主資本  

１．資本金  － － 1,513,750 27.6 1,513,750

２．資本剰余金  

　　　資本準備金  －  1,428,314   

　　資本剰余金合計  － － 1,428,314 26.0 1,428,314

３．利益剰余金  

　　その他利益剰余金       

　　　別途積立金  － 350  

　　　繰越利益剰余金  － 1,699,199  

　　利益剰余金合計  － － 1,699,549 30.9 1,699,549

　　　株主資本合計  － － 4,641,613 84.5 4,641,613

Ⅱ　評価・換算差額等

　　その他有価証券評価差額
金

－  3,546   

　　評価・換算差額等合計 － － 3,546 0.0 3,546

純資産合計 － － 4,645,159 84.5 4,645,159

負債純資産合計 － － 5,498,394 100.0 5,498,394
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(2）損益計算書

前事業年度
（自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日）

当事業年度
（自　平成17年11月１日
至　平成18年10月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
（千円）

Ⅰ　売上高 3,942,058 100.0 5,239,738 100.0 1,297,680

Ⅱ　売上原価  

　　当期製品製造原価 2,703,943 68.6 3,656,564 69.8 952,621

　　売上総利益 1,238,114 31.4 1,583,174 30.2 345,059

Ⅲ　販売費及び一般管理費  

１．役員報酬 68,842 76,300  

２．給与手当 146,109 191,995  

３．賞与 2,783 4,815  

４．賞与引当金繰入額 8,202 16,100  

５．法定福利費 20,714 24,822  

６．旅費交通費 14,278 20,682  

７．求人広告費 39,562 49,721  

８．消耗品費 3,982 6,873  

９．租税公課 29,069 30,035  

10．支払手数料 59,633 80,951  

11．賃借料 38,836 46,069  

12．減価償却費 17,514 20,619  

13．その他 77,470 527,001 13.4 97,825 666,813 12.7 139,811

営業利益 711,113 18.0 916,361 17.5 205,247

Ⅳ　営業外収益  

１．受取利息 1,486 1,471  

２．有価証券利息 － 3,750  

３．受取配当金 1,200 1,200  

４．投資有価証券売却益 17,147 117  

５．受取賃料 ※１ 23,724 49,375  

６．受取手数料 ※１ 7,568 15,000  

７．補助金収入 524 1,405  

８．その他 169 51,821 1.3 151 72,472 1.3 20,650
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前事業年度
（自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日）

当事業年度
（自　平成17年11月１日
至　平成18年10月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
（千円）

Ⅴ　営業外費用  

１．支払利息 7 85  

２．新株発行費償却 10,946 9,780  

３．賃貸費用 23,724 49,371  

４．上場費用 17,499 －  

５．その他 265 52,443 1.3 － 59,236 1.1  

経常利益 710,491 18.0 929,596 17.7 219,104

Ⅵ　特別利益  

　投資有価証券売却益  381,806 9.7  75,520 1.5 △306,286

Ⅶ　特別損失  

１．固定資産売却損 ※２ 1,714   －    

２．固定資産除却損 ※３ －   845    

３．投資有価証券評価損  100,000   －    

４．過年度源泉税  9,711   －    

５．たな卸資産評価損 ※４ －   33,560    

６．関係会社出資金評価損 ※５ － 111,426 2.8 66,275 100,681 1.9 △10,744

税引前当期純利益 980,872 24.9 904,435 17.3 △76,436

法人税、住民税及び事
業税

469,016 390,768  

法人税等調整額 △61,663 407,353 10.4 △13,613 377,155 7.2 △30,198

当期純利益 573,518 14.5 527,280 10.1 △46,238

前期繰越利益 783,200 1,171,919 388,718

当期未処分利益 1,356,719 1,699,199 342,480
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製造原価明細書

前事業年度
（自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日）

当事業年度
（自　平成17年11月１日
至　平成18年10月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

Ⅰ　労務費 1,736,768 63.4 2,120,784 57.5 384,016

Ⅱ　外注費 792,575 29.0 1,308,889 35.5 516,313

Ⅲ　経費 ※１ 207,304 7.6 256,569 7.0 49,265

当期総製造費用 2,736,648 100.0 3,686,243 100.0 949,595

期首仕掛品たな卸高 27,771 53,794 26,023

　合計 2,764,419 3,740,038 975,618

期末仕掛品たな卸高 53,794 43,936 9,858

他勘定振替高 ※２ 6,681 39,537 32,855

当期製品製造原価 2,703,943 3,656,564 952,621

 

前事業年度 当事業年度

原価計算の方法
原価計算の方法はプロジェクト別個別
原価計算であります。

同　　　　左

※１．経費の主な内訳は次のとおりであります。

前事業年度 当事業年度

交通費（千円） 84,767 92,249

賃借料（千円） 86,637 98,931

減価償却費（千円） 17,488 26,671

※２．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

前事業年度 当事業年度

建設仮勘定（千円） 4,076 3,132

ソフトウェア仮勘定（千円） 2,604 93

たな卸資産評価損（千円） － 33,560

その他（千円） － 2,751

合計（千円） 6,681 39,537
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(3）利益処分計算書及び株主資本等変動計算書

　　　[利益処分計算書]

前事業年度
（株主総会承認予定日

平成18年１月25日）

区分
注記
番号

金額（千円）

Ⅰ　当期未処分利益 1,356,719

Ⅱ　利益処分額

配当金 184,800 184,800

Ⅲ　次期繰越利益 1,171,919

　　　[株主資本等変動計算書]

 　　当事業年度（自　平成17年11月１日　　至　平成18年10月31日）　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

株主資本 
評価・

換算差額等

純資産

合　計
資本金 資本剰余金

利益剰余金
株主資本

合計

その他

有価証券

評価差額金
別途

積立金

繰越利益

剰余金

利益剰余金

合計

平成17年10月31日残高 1,513,750 1,428,314 350 1,356,719 1,357,069 4,299,133 238,312 4,537,445

当事業年度中の変動額         

　剰余金の配当 － － － △184,800 △184,800 △184,800 － △184,800

　当期純利益 － － － 527,280 527,280 527,280 － 527,280

　株主資本以外の項目

　の当事業年度中の変

　動額（純額）

－ － － － － － △234,766 △234,766

当事業年度中の変動額

合計
－ － － 342,480 342,480 342,480 △234,766 107,714

平成18年10月31日残高 1,513,750 1,428,314 350 1,699,199 1,699,549 4,641,613 3,546 4,645,159
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重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日）

当事業年度
（自　平成17年11月１日
至　平成18年10月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

(1)子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法を採用して

おります。

(1)子会社株式及び関連会社株式

同左

 (2)その他有価証券

時価のあるもの

　決算期末日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定しております。)

(2)その他有価証券

時価のあるもの

　決算期末日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均

法により算定しております。)

時価のないもの

　移動平均法による原価法を採用し

ております。

時価のないもの

同左

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

仕掛品

　個別法による原価法を採用しております。

仕掛品

同左

３．固定資産の減価償却の方

法

(1)有形固定資産

　定率法を採用しております。

　なお、耐用年数及び残存価額につい

ては、法人税法の規定する方法と同一

の基準によっております。

　また、取得価額が10万円以上20万円

未満の資産については、３年間で均等

償却する方法を採用しております。

(1)有形固定資産

同左

(2)無形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用してお

ります。

(2)無形固定資産

同左

(3)長期前払費用

　均等償却を行っております。

(3)長期前払費用

同左

４．繰延資産の処理方法 新株発行費

　商法に規定してある最長期間(３年)

にわたり毎期均等額を償却しておりま

す。

新株発行費

　３年にわたり毎期均等額を償却して

おります。

－ 51 －



項目
前事業年度

（自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日）

当事業年度
（自　平成17年11月１日
至　平成18年10月31日）

５．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。

(1)貸倒引当金

同左

(2)賞与引当金

　従業員の賞与支給に備えるため、賞

与支給見込額の当事業年度負担額を計

上しております。

(2)賞与引当金

同左

６．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。

同左

７．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜

方式によっております。

消費税等の会計処理

同左

会計処理方法の変更

前事業年度
（自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日）

当事業年度
（自　平成17年11月１日
至　平成18年10月31日）

従来、営業外収益の「受取賃料」に対応する賃貸費用は、

売上原価に計上しておりましたが、当事業年度より営業外

費用に「賃貸費用」として計上することに変更いたしまし

た。

これは、当事業年度におきまして当社グループの営業拠

点を拡大した結果、当社グループへの賃貸取引が増加した

ことに伴い、受取賃料及び賃貸費用の重要性が増したため、

営業上の収益と費用及び営業外の収益と費用の対応をより

明確にし、経営成績をより適正に表示するために変更した

ものであります。

この変更により、前事業年度と同一の基準を採用した場

合と比較して、売上原価は23,724千円減少しており、売上

総利益及び営業利益はそれぞれ23,724千円増加しておりま

すが、経常利益及び税引前当期純利益への影響はありませ

ん。

なお、上記基準の変更につきましては、当社グループの

営業拠点の拡大に伴う賃貸取引の影響が下期以降に重要性

が増したため、中間・年度の首尾一貫性を欠くことになり

ました。従って、当中間会計期間は、従来の基準によって

おり、当事業年度と同一の基準によった場合と比べ、売上

原価は4,751千円多く、売上総利益及び営業利益はそれぞ

れ4,751千円少なく表示されておりますが、経常利益及び

税引前中間純利益には影響ありません。

(固定資産の減損に係る会計基準)

当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会　平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会　平成15年10月31日　企業会計基準適用指針第

６号）を適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準)

当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12月９

日　企業会計基準第5号）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準

委員会　平成17年12月９日　企業会計基準適用指針第8

号）を適用しております。

　従来の資本の部の合計に相当する金額は4,645,159千円

であります。

　なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度にお

ける貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。
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表示方法の変更

 前事業年度 

（自　平成16年11月１日

至　平成17年10月31日）

 当事業年度 

（自　平成17年11月１日

至　平成18年10月31日）

（損益計算書）

 １．前事業年度において販売費及び一般管理費の「その他」

に含めていた「租税公課」は販売費及び一般管理費の

総額の100分の５を超えたため、当事業年度より区分掲

記しております。

なお、前事業年度の販売費及び一般管理費の「その他」

に含めておりました「租税公課」は7,112千円でありま

す。

２．前事業年度において営業外収益の「その他」に含めて

いた「受取手数料」は営業外収益総額の100分の10を超

えたため、当事業年度より区分掲記しております。

なお、前事業年度の営業外収益の「その他」に含めて

おりました「受取手数料」は289千円であります。

──────

追加情報

 前事業年度 

（自　平成16年11月１日

至　平成17年10月31日）

 当事業年度 

（自　平成17年11月１日

至　平成18年10月31日）

　「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律第

９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月１日

以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入され

たことに伴い、当事業年度から「法人事業税における外形

標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取

扱い」（平成16年２月13日企業会計基準委員会実務対応報

告第12号）に従い法人事業税の付加価値割および資本割に

ついては、販売費及び一般管理費に計上しております。

　この結果、販売費及び一般管理費が18,624千円増加し、

営業利益、経常利益および税引前当期純利益がそれぞれ同

額減少しております。

──────
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成17年10月31日）

当事業年度
（平成18年10月31日）

※１．会社が発行する株式及び発行済株式の総数 ※１．　　　　　　　──────

会社が発行する株式 普通株式 336,000株

発行済株式の総数 普通株式 231,000株

※２．当期中の発行株式数の増加

株式分割（１：３）による増加

平成17年２月21日

発行株式数 154,000株

※２．　　　　　　　──────

※３．関係会社項目

──────

※３．関係会社に対する債務

買掛金

その他

41,082千円

13,441千円

　４．配当制限

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は238,312千

円であります。

　４．　　　　　　　──────

（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成16年11月１日

至　平成17年10月31日）

当事業年度
（自　平成17年11月１日
至　平成18年10月31日）

※１.関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。

※１.関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。

受取賃料 23,724千円

受取手数料 7,200千円

受取賃料 49,375千円

受取手数料 14,560千円

 ※２.固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

建物

工具器具備品

1,248千円

466千円

　計 1,714千円

 ※２.　　　　　　　　──────

※３.　　　　　　　　────── ※３.固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

建物

工具器具備品

658千円

187千円

　計 845千円

※４.　　　　　　　　────── ※４.たな卸資産評価損の内容は次のとおりであります。

仕掛品 33,560千円

※５.　　　　　　　　────── ※５.関係会社出資金評価損の内容は次のとおりでありま

す。

上海希勝普楽通信技術有限公司 66,275千円

（株主資本等変動計算書関係）

当事業年度（自　平成17年11月１日　至　平成18年10月31日）

（1）自己株式の種類及び株式数に関する事項

該当事項はありません。
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①　リース取引

前事業年度
（自　平成16年11月１日

至　平成17年10月31日）

当事業年度
（自　平成17年11月１日
至　平成18年10月31日）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

工具器具備品 6,121 2,584 3,536

取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

工具器具備品 6,536 1,969 4,567

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額

１年以内 1,225千円

１年超 2,367千円

合計 3,592千円

１年以内 1,287千円

１年超 3,324千円

合計 4,612千円

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 ３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 2,581千円

減価償却費相当額 2,391千円

支払利息相当額 88千円

支払リース料 1,308千円

減価償却費相当額 1,252千円

支払利息相当額 68千円

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

同左

５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

同左

②　有価証券

　前事業年度（自　平成16年11月１日　至　平成17年10月31日）及び当事業年度（自　平成17年11月１日　至　

平成18年10月31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

③　退職給付

　  該当事項はありません。
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④　税効果会計

前事業年度
（自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日）

当事業年度
（自　平成17年11月１日
至　平成18年10月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

（繰延税金資産）

賞与引当金 67,116千円

未払事業税 25,505千円

未払事業所税 2,113千円

未払費用 3,392千円

投資有価証券評価損 40,600千円

その他 1,724千円

繰延税金資産計 140,452千円

（繰延税金負債）  

その他有価証券評価差額金 162,887千円

繰延税金負債計 162,887千円

繰延税金負債の純額 22,434千円

（繰延税金資産）

賞与引当金 92,640千円

未払事業税 15,224千円

未払事業所税 2,426千円

未払費用 3,017千円

たな卸資産評価損 13,625千円

関係会社株式評価損 26,907千円

 その他 224千円

繰延税金資産計 154,065千円

（繰延税金負債）  

その他有価証券評価差額金 2,423千円

繰延税金負債計 2,423千円

繰延税金資産の純額 151,641千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下で

あるため記載を省略しております。

同左
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成16年11月１日

至　平成17年10月31日）

当事業年度
（自　平成17年11月１日
至　平成18年10月31日）

１株当たり純資産額 19,642円62銭

１株当たり当期純利益 2,482円77銭

１株当たり純資産額 20,108円92銭

１株当たり当期純利益 2,282円60銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、希薄化

効果を有する潜在株式が存在しないため、記載しておりま

せん。

　当社は、平成17年２月21日付をもって、普通株式１株を

３株に分割しております。

　なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合

の前事業年度における１株当たり情報については、以下の

とおりとなります。

（前事業年度）

１株当たり純資産額 16,691円75銭

１株当たり当期純利益 1,842円14銭

 　なお、前事業年度における潜在株式調整後１株当たり当

期純利益は、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないた

め、記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、希薄化

効果を有する潜在株式が存在しないため、記載しておりま

せん。

　（注）　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前事業年度
(自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日)

当事業年度
(自　平成17年11月１日
至　平成18年10月31日)

当期純利益（千円） 573,518 527,280

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 573,518 527,280

期中平均株式数（株） 231,000 231,000
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前事業年度
(自　平成16年11月１日
至　平成17年10月31日)

当事業年度
(自　平成17年11月１日
至　平成18年10月31日)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益の算定に含め

なかった潜在株式の概要

商法第280条ノ20及び第280条ノ21の

規定に基づく新株予約権

①発行日 平成16年４月22日

（目的となる株式数の合計）

1,620株

（行使期間）

自　平成18年１月28日 

至　平成23年１月27日 

（行使時の発行価格）

165,000円 

②発行日 平成16年７月８日

（目的となる株式数の合計）

219株

（行使期間）

自　平成18年１月28日 

至　平成23年１月27日 

（行使時の発行価格）

165,439円 

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21

の規定に基づく新株予約権

①発行日 平成16年４月22日

（目的となる株式数の合計）

1,428株

（行使期間）

自　平成18年１月28日 

至　平成23年１月27日 

（行使時の発行価格）

165,000円 

②発行日 平成16年７月８日

（目的となる株式数の合計）

201株

（行使期間）

自　平成18年１月28日 

至　平成23年１月27日 

（行使時の発行価格）

165,439円 

③発行日 平成18年１月26日

（目的となる株式数の合計）

5,132株

（行使期間）

自　平成20年２月１日 

至　平成25年１月31日 

（行使時の発行価格）

110,000円 

④発行日 平成18年９月29日

（目的となる株式数の合計）

500株

（行使期間）

自　平成20年２月１日 

至　平成25年１月31日 

（行使時の発行価格）

86,300円 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

７．役員の異動
(1）代表者の異動

　該当事項はありません。

(2）その他の役員の異動

①新任取締役候補

取締役技術本部長　河地伸一郎（現　技術本部長）

②新任監査役候補

（非常勤）監査役　沼尾雅徳

（非常勤）監査役　佐藤正男

（注）沼尾正徳氏及び佐藤正男氏は、会社法第２条16号に定める社外監査役の候補者であります。

③辞任予定監査役

（非常勤）監査役　伊藤一二三

（非常勤）監査役　永峰重夫

(3）就任予定日

平成19年１月30日
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